
１．は じ め に

近年，地方財政を取り巻く環境は激しく変化している。２０００年に施行された

「地方分権一括法」以降の地方分権に向けた動きは，小泉政権期において，国

から地方への税財源の移譲と補助金改革を目的とした「三位一体の改革」や，

これと前後して大きく進展した市町村合併（「平成の大合併」）へとつながり，

少なくとも外面的には着実に進展しているように見える。これらの施策が社会

的に望ましい結果をもたらすのかどうかを評価するには，ある程度長期にわた

る統計の蓄積と綿密な実証分析が必要であるが，地方分権化での地方財政のあ

り方に示唆を与える地方財政理論の現実的な妥当性を確認することは現時点で

も可能であり，かつ有意義であるといえる。

そこで，本稿では，地方財政理論において重要な位置を占める，資本化仮説

がわが国の市町村財政について成立しているかについて実証分析を行なう。資

本化仮説（capitalization）仮説とは，地方公共サービスの便益や地方税負担が，

当該地域の地価（もしくは地代など）に反映されるとするもので，古くから，

Tiebout（１９５６）の「足による投票」の検証や地方公共サービスの効率性の評

価などに多く用いられている。

わが国でも，社会資本の効率性を評価するために資本化仮説の理論的枠組み

を用いた実証研究1や，まだ少数ながらも，地方財政を対象とした資本化仮説

1 例えば，林（2003），小林（2008）など。
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に関する実証分析2も行われるようになってきた。ただし，後者の研究につい

ては，データの利用可能性に関する問題もあり，特に全国的な規模で市町村レ

ベルのデータを用いた研究はほとんど行なわれていない。

我々はすでに，近藤（２００８a）において，都市レベルの地方財政統計を用い

て資本化仮説に関する実証分析を行なっており，一定の結果を得ているが，

データの制約から町村部を除いた分析となっているほか，「平成の大合併」が

始まる以前の２０００年代初頭までのサンプルを用いた実証分析となっている。そ

れに対して，本稿では，分析対象を市町村まで広げ，サンプル数を確保するこ

とによって，近藤（２００８a）の結果が，市町村の別，また地域の別によらず頑

健であるかどうか確認するとともに，利用可能な最新の統計（地方財政統計に

ついては２００６年度）を用いることで，「平成の大合併」の影響を考慮した分析

を行なうことを目的とする。

本稿の構成は以下の通りである。第２節では，「平成の大合併」に伴う自治

体数の推移と財政の現状について確認する。第３章では，地方財政と資本化仮

説に関する先行研究を整理し，問題の所在を明らかにする。その上で，実証分

析の基礎となる理論モデルを第４章で提示し，第５章は実証分析を行なう。第

６章は，まとめである。

２．市町村財政の現状と推移

基礎的自治体における公共支出の特徴や財政状況の概要を明らかにするため

に，都市および町村の歳出，歳入構造に関する現状と推移について整理する。

なお，金額ベースの統計を見る場合には，いわゆる「平成の大合併」の進展に

伴う自治体数の変化に注意が必要である。自治体数の推移については，表１に

まとめる通りである。これによると合併のピークは２００４年度および２００５年度で

あり，この間に全体の自治体数は，３１３２（２００３年度末）から１８２１（２００５年度

末）へ減少しており，都市数は６８９から７７７へ増加する一方で，町村が２４４３から

2 例えば，近藤（2008a），東（2008）など。
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１０４４へ大きく減少している。このなかでも特に２００４年度，２００５年度の自治体数

の減少数が大きい。これは町田（２００６）などが整理するように，合併促進策が

盛り込まれた旧合併特例法（２００５年４月施行の合併特例法3改正前）の適用受

けることができる実質的な期限が２００５年度までとなったため，「駆け込み」的

な合併が増えたためと考えられる。これらのことに注意して，２００２年度から

２００６年度までの最近５年間の財政の現状を整理する。

２．１ 歳 出

地方財政統計における歳出の分類の仕方としては，支出の行政目的によって

区別する目的別歳出と，経済的性質によって区別する性質別歳出の２つがある

が，それぞれについて概観する。表２－１～表２－３が目的別歳出をまとめた

ものであり，表３－１～３－３が性質別歳出をまとめたものである。表２，表

３はそれぞれ，市町村合計（表２－１，表３－１），都市合計（表２－２，表

３－２），町村合計（表２－３，表３－３）の３つの表からなっている。

まず，目的別歳出を見ると，市町村全体で支出構成比が高い費目として，民

生費（２００６年度２６．６％），土木費（同１５．４％），総務費（同１２．１％），教育費（同

１０．８％）をあげることができる。これらはいずれも，都市のみ，もしくは町村

のみで見ても同様に主要な支出項目になっているが，民生費や土木費，総務費

など構成比に大きな違いがみられるものも存在する。民生費については，町村

部における生活保護費など一部経費について都道府県負担となっていること，

土木費や農林水産業費については，都市部と町村部での産業構造の違い，また，

3 正式には，「市町村の合併の特例等に関する法律」（平成十六年五月二十六日法律
第五十九号）である。

表１ 地方自治体数の推移（１９９８－２００７・各年度末時点）

年度 １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７

総数 ３２３２ ３２２９ ３２２７ ３２２３ ３２１２ ３１３２ ２５２１ １８２１ １８０４ １７９３

市 ６７０ ６７１ ６７０ ６７２ ６７５ ６８９ ７３２ ７７７ ７８２ ７８３

町村 ２５６２ ２５５８ ２５５７ ２５５１ ２５３７ ２４４３ １７８９ １０４４ １０２２ １０１０
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表２－１ 市町村歳出の内訳と推移（目的別歳出・市町村合計）（単位：１００万円）

区分
２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

議会費 ４５５，５５６ １．０ ４３６，９５３ ０．９ ４２６，６０４ ０．９ ３８６，５８０ ０．８ ３５６，１３８ ０．８
総務費 ５，５８３，０９８ １１．９ ５，７５１，４３１ １２．４ ５，７３１，５２３ １２．５ ５，７１２，９９７ １２．５ ５，３６９，３６８ １２．１
民生費 １０，２１０，８０１ ２１．８１０，８２２，７５４ ２３．３１１，３３１，２４８ ２４．６１１，６３０，４３６ ２５．４１１，８４５，１０６ ２６．６
労働費 １８４，９４１ ０．４ １７５，２０９ ０．４ １７１，６１０ ０．４ １４５，６６４ ０．３ １４６，１５８ ０．３

農林水産業費 １，９５３，４２２ ４．２ １，８１１，８０２ ３．９ １，６１４，２２９ ３．５ １，４８１，２６３ ３．２ １，３７９，６４４ ３．１
商工費 １，７４９，３３４ ３．７ １，６５９，２６３ ３．６ １，６４２，０２７ ３．６ １，５６７，９７８ ３．４ １，５８６，５９９ ３．６
土木費 ８，５１４，１９０ １８．１ ８，１０６，８１２ １７．４ ７，５３８，１４０ １６．４ ７，１５２，０２６ １５．６ ６，８３８，１６５ １５．４
衛生費 ４，５２５，４２７ ９．６ ４，２５０，２０８ ９．１ ４，１６２，２８０ ９．０ ４，０９３，９４３ ９．０ ４，０２６，７９６ ９．０
消防費 １，７０７，８５１ ３．６ １，６７１，０９０ ３．６ １，６６９，８３７ ３．６ １，６６３，５０５ ３．６ １，６６７，４２９ ３．７
教育費 ５，５８５，３２９ １１．９ ５，３３０，８２７ １１．５ ５，１５０，１４５ １１．２ ４，９６８，３１１ １０．９ ４，８２６，０５３ １０．８
その他 ６，４６５，５９１ １３．８ ６，５０２，６５１ １４．０ ６，５５９，７８０ １４．３ ６，９１７，３６２ １５．１ ６，４７１，７５７ １４．５

計 ４６，９３５，５４０１００．０４６，５１９，００２１００．０４５，９９７，４２３１００．０４５，７２０，０６４１００．０４４，５１３，２１２１００．０

※特別区は含まない。

表２－２ 市町村歳出の内訳と推移（目的別歳出・都市） （単位：１００万円）

区分
２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

議会費 ２３９，２１２ ０．７ ２３５，３２７ ０．７ ２７０，１８０ ０．７ ２９１，２９７ ０．７ ２６９，６４５ ０．７
総務費 ３，５９４，２３６ １０．５ ３，７４９，０７６ １１．０ ４，１４７，０３４ １１．４ ４，６９１，０５４ １１．９ ４，４１７，０９９ １１．５
民生費 ８，１０５，３５９ ２３．８ ８，６５７，０８９ ２５．３ ９，５５１，６９６ ２６．３１０，４３７，５６７ ２６．５１０，６７８，８２４ ２７．７
労働費 １５１，８３５ ０．４ １４４，９３９ ０．４ １４６，８８４ ０．４ １３１，３７４ ０．３ １２９，７３３ ０．３

農林水産業費 ６７４，９１９ ２．０ ６５７，９８７ １．９ ８２１，２９８ ２．３ ９７９，８９５ ２．５ ９３２，６７３ ２．４
商工費 １，４４６，３０５ ４．２ １，３７３，６３０ ４．０ １，４２５，７２１ ３．９ １，４２７，７３６ ３．６ １，４５１，１６１ ３．８
土木費 ６，８０１，０１０ １９．９ ６，５２７，８７４ １９．１ ６，３６７，０５０ １７．５ ６，４０９，５４１ １６．３ ６，１５８，３３０ １６．０
衛生費 ３，３５１，５９８ ９．８ ３，１６１，３５７ ９．２ ３，２９７，６６３ ９．１ ３，５０４，０９９ ８．９ ３，４６８，４７３ ９．０
消防費 １，１８６，９２４ ３．５ １，１７５，２１１ ３．４ １，２６９，８６３ ３．５ １，３９９，３０４ ３．５ １，４０４，９２５ ３．６
教育費 ３，９６５，６０２ １１．６ ３，７９９，３１３ １１．１ ３，９９４，６７８ １１．０ ４，２４８，６６０ １０．８ ４，１３２，２９３ １０．７
その他 ４，６００，８２１ １３．５ ４，７２４，５０６ １３．８ ５，０７８，０１８ １４．０ ５，８９８，８４１ １５．０ ５，４８３，７２２ １４．２

計 ３４，１１７，８２０１００．０３４，２０６，３０９１００．０３６，３７０，０８６１００．０３９，４１９，３６８１００．０３８，５２６，８７６１００．０

※大都市，中核市，特例市を含む。特別区は含まない。

表２－３ 市町村歳出の内訳と推移（目的別歳出・町村） （単位：１００万円）

区分
２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

議会費 ２１６，３４３ １．７ ２０１，６２６ １．６ １５６，４２３ １．６ ９５，２８３ １．５ ８６，４９３ １．４
総務費 １，９８８，８６３ １５．５ ２，００２，３５５ １６．３ １，５８４，４８９ １６．５ １，０２１，９４３ １６．２ ９５２，２６９ １５．９
民生費 ２，１０５，４４２ １６．４ ２，１６５，６６５ １７．６ １，７７９，５５３ １８．５ １，１９２，８６９ １８．９ １，１６６，２８２ １９．５
労働費 ３３，１０６ ０．３ ３０，２７１ ０．２ ２４，７２６ ０．３ １４，２９０ ０．２ １６，４２５ ０．３

農林水産業費 １，２７８，５０４ １０．０ １，１５３，８１５ ９．４ ７９２，９３１ ８．２ ５０１，３６８ ８．０ ４４６，９７１ ７．５
商工費 ３０３，０２９ ２．４ ２８５，６３３ ２．３ ２１６，３０７ ２．２ １４０，２４２ ２．２ １３５，４３８ ２．３
土木費 １，７１３，１８１ １３．４ １，５７８，９３８ １２．８ １，１７１，０８９ １２．２ ７４２，４８５ １１．８ ６７９，８３５ １１．４
衛生費 １，１７３，８２８ ９．２ １，０８８，８５１ ８．８ ８６４，６１７ ９．０ ５８９，８４４ ９．４ ５５８，３２２ ９．３
消防費 ５２０，９２７ ４．１ ４９５，８８０ ４．０ ３９９，９７３ ４．２ ２６４，２０１ ４．２ ２６２，５０４ ４．４
教育費 １，６１９，７２７ １２．６ １，５３１，５１５ １２．４ １，１５５，４６７ １２．０ ７１９，６５１ １１．４ ６９３，７６０ １１．６
その他 １，８６４，７６９ １４．５ １，７７８，１４５ １４．４ １，４８１，７６１ １５．４ １，０１８，５２０ １６．２ ９８８，０３６ １６．５

計 １２，８１７，７２０１００．０１２，３１２，６９３１００．０ ９，６２７，３３７１００．０ ６，３００，６９６１００．０ ５，９８６，３３６１００．０

出典：総務省『地方財政統計年報』各年度版
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表３－１ 市町村歳出の内訳と推移（性質別歳出・市町村合計）（単位：１００万円）

区分
２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

人件費 ９，３４７，６３７ １９．９ ９，１８９，８２８ １９．８ ９，１１９，８４１ １９．８ ９，０００，１７８ １９．７ ８，８１５，６１４ １９．８
物件費 ５，４８５，８２６ １１．７ ５，４１６，９５９ １１．６ ５，５１１，９８１ １２．０ ５，４５６，０１０ １１．９ ５，１９６，２３２ １１．７
維持補修費 ５５５，４０２ １．２ ５５３，８７７ １．２ ５５７，５２３ １．２ ５６４，１５６ １．２ ５０２，９１６ １．１
扶助費 ４，８９４，５９３ １０．４ ５，４８７，８４９ １１．８ ５，９１１，２５２ １２．９ ６，１５５，２４０ １３．５ ６，３６８，２６０ １４．３
補助費等 ４，５７０，０８１ ９．７ ４，５０６，１７０ ９．７ ４，３１２，０７５ ９．４ ４，１９７，３６３ ９．２ ４，１５１，０６８ ９．３
普通建設事業費 ９，３０８，４８６ １９．８ ８，２３８，０２３ １７．７ ７，３２９，８５６ １５．９ ６，６７４，８５１ １４．６ ６，３１１，５６８ １４．２
災害復旧事業費 １４１，３０９ ０．３ １２９，７５７ ０．３ ２３２，８２８ ０．５ ３０９，３２８ ０．７ ２２２，２６７ ０．５
失業対策事業費 １６，４２２ ０．０ １５，３００ ０．０ １５，３３２ ０．０ １４，１７８ ０．０ ２０，６８８ ０．０
公債費 ６，０６０，８０２ １２．９ ６，０９９，４８７ １３．１ ６，０４６，８００ １３．１ ６，３２８，４８３ １３．８ ５，９９７，３０４ １３．５
積立金 ７５２，９９９ １．６ ８８３，９０９ １．９ ９００，５５５ ２．０ １，０４８，８５１ ２．３ ９４１，２３２ ２．１
貸付金 １，７９１，２３８ ３．８ １，７５４，９４０ ３．８ １，７０７，０９９ ３．７ １，６０２，０６７ ３．５ １，６２８，３５５ ３．７
その他 ４，０１０，７４７ ８．５ ４，２４２，９０１ ９．１ ４，３５２，２８１ ９．５ ４，３６９，３６０ ９．６ ４，３５７，７０７ ９．８

計 ４６，９３５，５４０１００．０４６，５１９，００２１００．０４５，９９７，４２３１００．０４５，７２０，０６４１００．０４４，５１３，２１２１００．０

※特別区は含まない。

表３－２ 市町村歳出の内訳と推移（性質別歳出・都市） （単位：１００万円）

区分
２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

人件費 ６，８０４，９３７ １９．９ ６，７７１，７３２ １９．８ ７，１８７，２９３ １９．８ ７，７２５，６８９ １９．６ ７，６１８，８６６ １９．８
物件費 ３，８６９，２１９ １１．３ ３，８７３，５９４ １１．３ ４，２８４，４４７ １１．８ ４，６３２，２９１ １１．８ ４，４３５，２４８ １１．５
維持補修費 ４３５，５４１ １．３ ４３７，７５５ １．３ ４６２，４４９ １．３ ４９７，５５９ １．３ ４４８，７６５ １．２
扶助費 ４，３５３，４６１ １２．８ ４，８２６，８３６ １４．１ ５，３３１，２８６ １４．７ ５，７６４，４７６ １４．６ ５，９７９，７０１ １５．５
補助費等 ２，９７０，１３３ ８．７ ２，９７６，５２９ ８．７ ３，１２６，４９８ ８．６ ３，４１５，１４６ ８．７ ３，４０２，１１０ ８．８
普通建設事業費 ６，３０７，３８９ １８．５ ５，５５１，５１９ １６．２ ５，４９０，４１２ １５．１ ５，６２７，９７７ １４．３ ５，３６０，１９７ １３．９
災害復旧事業費 ４０，０２７ ０．１ ３５，４５４ ０．１ １００，４２５ ０．３ ２０８，８５４ ０．５ １３８，５８７ ０．４
失業対策事業費 ７，６３６ ０．０ ７，２００ ０．０ ７，５１１ ０．０ ９，０６４ ０．０ １２，９０３ ０．０
公債費 ４，３１１，１３８ １２．６ ４，４２７，５６８ １２．９ ４，７０９，０９３ １２．９ ５，４１８，０５６ １３．７ ５，０９９，０１２ １３．２
積立金 ４１３，９９５ １．２ ５０４，５４７ １．５ ５９５，４９８ １．６ ８３２，０９８ ２．１ ７２１，２４９ １．９
貸付金 １，６９７，７４４ ５．０ １，６６４，４４３ ４．９ １，６３６，６０９ ４．５ １，５５６，３３８ ３．９ １，５８４，５４５ ４．１
その他 ２，９０６，６０１ ８．５ ３，１２９，１３１ ９．１ ３，４３８，５６６ ９．５ ３，７３１，８１８ ９．５ ３，７２５，６９２ ９．７

計 ３４，１１７，８２０１００．０３４，２０６，３０９１００．０３６，３７０，０８６１００．０３９，４１９，３６８１００．０３８，５２６，８７６１００．０

※大都市，中核市，特例市を含む。特別区は含まない。

表３－３ 市町村歳出の内訳と推移（性質別歳出・町村） （単位：１００万円）

区分
２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

人件費 ２，５４２，７００ １９．８ ２，４１８，０９６ １９．６ １，９３２，５４８ ２０．１ １，２７４，４８８ ２０．２ １，１９６，７４８ ２０．０
物件費 １，６１６，６０７ １２．６ １，５４３，３６５ １２．５ １，２２７，５３４ １２．８ ８２３，７１８ １３．１ ７６０，９８４ １２．７
維持補修費 １１９，８６１ ０．９ １１６，１２２ ０．９ ９５，０７４ １．０ ６６，５９７ １．１ ５４，１５０ ０．９
扶助費 ５４１，１３２ ４．２ ６６１，０１３ ５．４ ５７９，９６６ ６．０ ３９０，７６４ ６．２ ３８８，５５９ ６．５
補助費等 １，５９９，９４８ １２．５ １，５２９，６４０ １２．４ １，１８５，５７７ １２．３ ７８２，２１７ １２．４ ７４８，９５８ １２．５
普通建設事業費 ３，００１，０９７ ２３．４ ２，６８６，５０４ ２１．８ １，８３９，４４５ １９．１ １，０４６，８７３ １６．６ ９５１，３７１ １５．９
災害復旧事業費 １０１，２８３ ０．８ ９４，３０３ ０．８ １３２，４０３ １．４ １００，４７４ １．６ ８３，６８０ １．４
失業対策事業費 ８，７８６ ０．１ ８，１００ ０．１ ７，８２１ ０．１ ５，１１４ ０．１ ７，７８５ ０．１
公債費 １，７４９，６６３ １３．７ １，６７１，９１９ １３．６ １，３３７，７０８ １３．９ ９１０，４２７ １４．４ ８９８，２９３ １５．０
積立金 ３３９，００４ ２．６ ３７９，３６３ ３．１ ３０５，０５７ ３．２ ２１６，７５３ ３．４ ２１９，９８３ ３．７
貸付金 ９３，４９３ ０．７ ９０，４９８ ０．７ ７０，４９０ ０．７ ４５，７２８ ０．７ ４３，８１０ ０．７
その他 １，１０４，１４６ ８．６ １，１１３，７６９ ９．０ ９１３，７１６ ９．５ ６３７，５４３ １０．１ ６３２，０１５ １０．６

計 １２，８１７，７２０１００．０１２，３１２，６９３１００．０ ９，６２７，３３７１００．０ ６，３００，６９６１００．０ ５，９８６，３３６１００．０

出典：総務省『地方財政統計年報』各年度版

市町村財政における資本化仮説の実証分析 －５－



全般的な管理事務経費である総務費については，自治体の規模の違いが影響を

与えている可能性がある。最近５年間のトレンドで見ると，相対的に社会福祉

関連の支出（民生費）が増加している一方で，インフラ関連の支出（土木費）

の比重は低下していることが覗える。

次に，性質別歳出についてみると，市町村全体では，人件費（同１９．８％），

主に社会保障給付に関わる支出である扶助費（同１４．３％），インフラ整備に関

わる支出である普通建設事業費（同１４．２％），地方債の元利償還金および借入

金の利払い費である公債費（同１３．５％）などが構成比の高い支出項目となって

いる。都市部と町村部で構成比の違いはあるものの，基本的な歳出構造は同様

である。近年の推移を見ると，普通建設事業費のウェイトが低下する一方で，

扶助費，公債費などの義務的経費のウェイトが高まっており，財政の硬直化が

進んでいることが分かる。

２．２ 歳 入

市町村の歳入としては，地方税，地方譲与税，国からの財政移転である地方

交付税と国庫支出金，都道府県支出金，地方債発行による収入，手数料・使用

料などがある。

歳入の内訳は，市町村合計が表４－１，都市合計が表４－２，町村合計が表

４－３にそれぞれまとめられている。市町村合計で見ると，歳入のうち自治体

が制約を受けずに使用することが可能な独自の財源である地方税は，歳入の４

割弱にとどまり，国から使途を定めないで移転される地方交付税が約１６％，国

によって使途を定めて移転される国庫支出金が約１０％，地方債収入が約９％を

占める。このうち，都市部と町村部を比較した場合に顕著に異なるのは，地方

税と政府間財政移転（地方交付税，国庫支出金）である。地方税のシェアは都

市部において高く，政府間財政移転の占める割合は町村部において高くなって

おり，これは都市部と町村部での財政力の格差を反映したものであると考えら

れる。

このようにわが国の市町村財政は，歳入面では国からの財政移転への依存度

が高いことが特徴であるが，小泉政権期における「三位一体の改革」によって，

－６－ 市町村財政における資本化仮説の実証分析



表４－１ 市町村歳入の内訳と推移（市町村合計） （単位：１００万円）

区分
２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

地方税 １７，０２２，５４６ ３５．４１６，４４４，１１０ ３４．４１６，４４４，４８２ ３４．８１６，８３８，３２４ ３５．９１７，２４５，３１０ ３７．７
地方譲与税 ４７８，６２９ １．０ ５０２，０２７ １．１ ７２８，４８９ １．５ ９４８，１３２ ２．０ １，３１０，３５７ ２．９
地方交付税 ８，７２７，０４４ １８．１ ８，０９０，７９３ １６．９ ７，７１１，９４１ １６．３ ７，７３７，０７６ １６．５ ７，３７３，０２２ １６．１
国庫支出金 ４，３８２，５０７ ９．１ ４，８００，３４２ １０．１ ４，７７９，７１３ １０．１ ４，８０６，５８０ １０．２ ４，５１７，６５０ ９．９
都道府県支出金 ２，０９１，９０６ ４．３ ２，０９３，７０７ ４．４ １，９５３，４８０ ４．１ ２，０７２，１６５ ４．４ ２，００４，５０５ ４．４
手数料・使用料 １，２５９，６３７ ２．６ １，２７０，７４８ ２．７ １，２８１，３５９ ２．７ １，３０７，０３６ ２．８ １，２６９，５２３ ２．８
地方債 ５，４１８，０９０ １１．３ ５，９７１，５１２ １２．５ ５，０７６，１６９ １０．８ ４，６００，３４４ ９．８ ４，１５８，１０６ ９．１

繰入・繰越金 ２，９３７，００２ ６．１ ２，７９７，０００ ５．９ ３，２０４，５８０ ６．８ ２，６２１，０６２ ５．６ ２，１６７，８１８ ４．７
その他 ５，８１５，１８４ １２．１ ５，７７２，３９６ １２．１ ６，０１２，３４０ １２．７ ５，９９５，９５３ １２．８ ５，６５８，７３７ １２．４

計 ４８，１３２，５４４１００．０４７，７４２，６３６１００．０４７，１９２，５５３１００．０４６，９２６，６７３１００．０４５，７０５，０２８１００．０

※特別区は含まない。

表４－２ 市町村歳入の内訳と推移（都市） （単位：１００万円）

区分
２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

地方税 １４，１７８，２６３ ４０．７１３，７９４，９５５ ３９．４１４，２５２，６０５ ３８．３１５，２９１，９１４ ３７．９１５，７１２，６２９ ３９．８
地方譲与税 ３０７，４９２ ０．９ ３２６，９３３ ０．９ ５４５，４２６ １．５ ７９８，３９１ ２．０ １，１１９，１５７ ２．８
地方交付税 ４，２０７，８６５ １２．１ ４，０７５，０３８ １１．７ ４，６４９，３７３ １２．５ ５，６４３，６０６ １４．０ ５，３６１，６１３ １３．６
国庫支出金 ３，６６０，９７０ １０．５ ４，００４，５２６ １１．５ ４，１８２，０６２ １１．２ ４，３８９，０７３ １０．９ ４，１４４，６３５ １０．５
都道府県支出金 １，１９６，０３０ ３．４ １，２２７，９７６ ３．５ １，３３８，２８４ ３．６ １，６５２，６３８ ４．１ １，６２５，３１１ ４．１
手数料・使用料 ９７０，５６７ ２．８ ９９０，６４１ ２．８ １，０５９，６９８ ２．８ １，１４８，２３５ ２．８ １，１１９，１２７ ２．８
地方債 ３，８１３，８８６ １０．９ ４，１５７，１４４ １１．９ ３，９２２，１６８ １０．５ ３，９４３，７６７ ９．８ ３，５７３，５９６ ９．０

繰入・繰越金 １，７２７，５３０ ５．０ １，６３５，３５７ ４．７ ２，１２１，４７９ ５．７ ２，０９０，０４０ ５．２ １，７１７，４０１ ４．３
その他 ４，７７５，００２ １３．７ ４，７５５，６９０ １３．６ ５，１４８，２８０ １３．８ ５，４３８，９２５ １３．５ ５，１２５，０６０ １３．０

計 ３４，８３７，６０４１００．０３４，９６８，２６２１００．０３７，２１９，３７６１００．０４０，３９６，５８８１００．０３９，４９８，５２８１００．０

※大都市，中核市，特例市を含む。特別区は含まない。

表４－３ 市町村歳入の内訳と推移（町村） （単位：１００万円）

区分
２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

地方税 ２，８４４，２８３ ２１．４ ２，６４９，１５５ ２０．７ ２，１９１，８７７ ２２．０ １，５４６，４１０ ２３．７ １，５３２，６８１ ２４．７
地方譲与税 １７１，１３８ １．３ １７５，０９３ １．４ １８３，０６２ １．８ １４９，７４１ ２．３ １９１，２００ ３．１
地方交付税 ４，５１９，１７９ ３４．０ ４，０１５，７５５ ３１．４ ３，０６２，５６８ ３０．７ ２，０９３，４７０ ３２．１ ２，０１１，４０９ ３２．４
国庫支出金 ７２１，５３７ ５．４ ７９５，８１６ ６．２ ５９７，６５１ ６．０ ４１７，５０７ ６．４ ３７３，０１５ ６．０
都道府県支出金 ８９５，８７６ ６．７ ８６５，７３０ ６．８ ６１５，１９６ ６．２ ４１９，５２７ ６．４ ３７９，１９４ ６．１
手数料・使用料 ２８９，０７０ ２．２ ２８０，１０７ ２．２ ２２１，６６１ ２．２ １５８，８０１ ２．４ １５０，３９７ ２．４
地方債 １，６０４，２０４ １２．１ １，８１４，３６８ １４．２ １，１５４，００１ １１．６ ６５６，５７７ １０．１ ５８４，５１０ ９．４

繰入・繰越金 １，２０９，４７２ ９．１ １，１６１，６４４ ９．１ １，０８３，１０１ １０．９ ５３１，０２２ ８．１ ４５０，４１７ ７．３
その他 １，０４０，１８３ ７．８ １，０１６，７０６ ８．０ ８６４，０６０ ８．７ ５５７，０２８ ８．５ ５３３，６７６ ８．６

計 １３，２９４，９４０１００．０１２，７７４，３７５１００．０ ９，９７３，１７８１００．０ ６，５３０，０８５１００．０ ６，２０６，４９９１００．０

出典：総務省『地方財政統計年報』各年度版
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２００５年度以降，都市部，町村部ともに地方税の構成比はこれまでの下降傾向か

ら上昇傾向に転じていることも窺える。ただし，町村部における地方交付税の

シェアは依然として大きく，これは財政力が極度に低い自治体が市町村合併で

取り残されるケースが生じたことによるものかもしれない4。また，地方債の

構成比については，２００４年度以降，低下傾向にはあるものの，景気拡大に伴う

循環的な要因によるものと考えられ，自治体財政は依然として厳しい状況にあ

るといえる。

３．資本化仮説に関する先行研究

地方公共財の資本化に関する理論・実証分析は，これまでに多数行われてき

た。以下では，この分野での先駆的な業績であり，その後の Tiebout仮説の検

証を含む，地方公共財供給の効率性に関する数多くの実証分析を生み出すきっ

かけとなった Oates（１９６９）の紹介を行った上で，特に関係性が強い理論・実

証分析とこれらの成果を利用したわが国における実証分析についてサーベイし，

論点を整理する。

３．１ Oates（１９６９）

Oates（１９６９）は，それまで主に固定資産税の帰着を分析対象としていた資

産価値（地価および地代）に関する実証分析を地方公共支出の資本化にも着目

して拡張し，固定資産税と地方歳出が地域資産価値（local property values）に

与える影響（向きと程度）について明らかにしたものである。特定の理論モデ

ルに基づかず，標準的なヘドニック・プライスアプローチに基づいた実証分析

中心の，ファクト・ファインディング的な要素の強い論文ではあるが，家計が

異なる公共サービス・租税負担を提供するコミュニティーを選択することに

よって地方公共財の効率的供給が可能であるとした，Tiebout（１９５６）の「足

による投票」の検証を意図したものでもあった。実証分析では，New Jersey州

4 城戸・中村（2008）では，市町村合併における各市町村間の相互関係（戦略的要
因）を考慮した実証分析により，合併の成否を事実解明的に明らかにしている。

－８－ 市町村財政における資本化仮説の実証分析



の５３市（municipality）を対象にした，以下のような回帰式の推定を行ってい

る。

住宅価格＝f（実効税率，公共支出，中心街への距離，部屋数，築１０年以内

の物件の比率，世帯所得，低所得世帯比率）

ここで，公共支出としては生徒１人当たりの教育支出をとっている。最小二

乗法（OLS）と同時性バイアスに対処した二段階最小二乗法（2SLS）によっ

て推定を行い，いずれの推定方法を用いても推定結果に大きな差はなく，実効

税率についてはマイナスに有意，公共支出についてはプラスに有意の係数が得

られること，係数から資本化の程度について計算したところ，サンプル平均付

近で評価すると，限界的な租税負担の増加に伴う資産価値の低下は，教育支出

増による資産価値の上昇によってほぼ相殺されることを明らかにしている。つ

まり，この実証分析の結果は，（資産価値が公共支出の限界便益を完全に反映

しているなら）公共支出が限界便益と限界費用が等しくなる，効率的な水準で

供給されていることを示していて，家計が租税負担と公共サービスによる便益

を考慮して，居住地を選択するという Tieboutモデルと整合的なものと判断で

きるとした。

しかし，その後，Oates（１９６９）の実証分析の手法や解釈については様々な

反論がなされ，特に Edel and Sclar（１９７４）や Hamilton（１９７６）は，Oatesによ

る実証分析は Tiebout仮説の実証にはなっていないと主張した。Oates（１９７３）

でも述べられているように，Oates（１９６９）タイプの資産価値関数の推定では，

住民移動の可能性は示唆できても，それが Tiebout仮説で予測されているよう

な，各地域で住民が最も望む地方公共財を最小費用で供給されるという意味で

「完全に効率的」な状況にあることを保証するとは言えない。ただし，Hamilton

（１９７６），Bruckner（１９８２），Yinger（１９８２）なども指摘しているように，少な

くとも資本化の存在は，家計が居住地を選択する上で，地方公共サービスや租

税負担を無視していないことを示す証拠であると考えられ，Oates（１９６９）タ

イプの実証分析が Tiebout仮説の前提条件を満たすか否かのテストには用いる
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ことができると考えてよいと思われる。

３．２ 理論的分析

Oates（１９６９）は，公共支出と租税負担（の変化）が資産価値に与える程度

を推計することで，公共財供給の効率性に関する含意を導いたが，必ずしも理

論的に資本化と公共財供給の効率性との関係が明らかにされたわけではない。

そこで，Brueckner（１９８２）は，固定資産課税で公共財供給費用を賄う地方政

府を考え，資産価値を最大にするように公共財供給量を決めれば，効率的であ

る（つまり，Samuelsonの条件を満たす）ことを示した。このモデルでは，資

産価値を説明する回帰式で財政変数にかかる係数は，租税負担を除いたネット

の限界便益を表すので，係数の符号条件によって効率性が判断されることにな

る。実証分析では，Massachusetts州のデータを用いて資産価値の推定を行い，

財政変数にかかる係数は統計的に有意でないという結果を得ているが，確定的

な結論は導いていない。これは，系統的に効率的な供給がなされているのか，

それとも過大供給の地域と過少供給の地域が共にサンプルに含まれていること

によるのか識別できないためである。Brueckner（１９８２）のアプローチは，理

論的に興味深いが，オリジナルの実証分析の方法では解釈において限界がある。

また，Roback（１９８２）は，労働者と企業の最適化行動を考慮した一般均衡

モデルを構築し，ヘドニック・プライスアプローチによって，都市のアメニ

ティー（気候，治安，大気汚染度など）の価値（implicit price）が計算できる

ことを理論的に示し，都市の生活の質について実証分析を行った。このモデル

では，アメニティーの価値は，限界的なアメニティーの増加が地代を引き上げ

る効果と賃金を下げる効果の和によって測られることになる5。アメリカの９８

都市を対象にした実証分析では，アメニティーとして，暖房器具必要日数，降

雪量，曇天日数，晴天日数を考慮しているが，賃金関数に比べ，地代関数につ

いてはあまり有意でない結果が得られている。なお Robackの研究は，もとも

5 直観的には，プラスの効用をもたらすアメニティーが豊かな地域ならば，高い地
代を払ってでも居住しようとするであろうし，低い賃金しか得られなくても居住す
ると考えられるからである。なお，Robackのモデルでは，職住一致の仮定を置いて
いる。
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と地方公共サービスの価値の評価を意図したものではないため，実証分析では

租税負担や財政移転の効果は含まれていない点に注意が必要である。

３．３ 実証的分析

地方公共サービスや固定資産税の資本化や，公共財供給の効率性に関する研

究は，以上に挙げた３つの論文を元に，サンプルの見直しや分析対象を拡大す

るなどして多数行われている。Bruckner（１９８２）のアプローチに従った研究と

しては，Deller（１９９０）や Taylor（１９９５）が挙げられる。サンプルの単位を見

直すことで，先行研究と異なる結果を導いているものの，前述の識別問題につ

いては解決していない。また，Roback（１９８２）の方法に従いながらも，アメ

ニティーとして新たに地方公共サービスを考慮した実証分析として Gyourko

and Tracy（１９９１）がある。公共サービスの代理変数として，犯罪件数，病床

数，出火率（fire rating），生徒教員比率を用いているが，やはり地代関数につ

いては有意な結果が得られていない。そのほかに，社会資本を分析対象にした

Haughwout（２００２）などがある。

また，Oates（１９６９）のようにモデルを前提とせずに，特定の制度や経済・

地域構造が資本化したり，資本化の程度に与える影響を分析しようとする研究

も多い。例えば，Massachusetts州の固定資産税率制限法（Proposition2 1／2）が

資産価値に与える影響を分析している Bradbury et al．（２００１）や，資本化の有

無に関して，住宅供給の弾力性が都市圏内の中心部と郊外で異なる可能性があ

ることに着目し，公共サービスの資本化の程度の違いについて実証分析を行っ

た Brasington（２００２）などが挙げられる。

これらのアメリカのデータを用いた実証では，地方公共サービスとして，特

に教育サービスや警察サービスを分析対象として説明変数に加えていることが

多いこと，また近年は個票データを用いた研究が多くなっていることが主な特

徴である。

３．４ わが国の実証分析と課題

わが国では，社会資本の効率性を評価するために資本化仮説のアプローチを

市町村財政における資本化仮説の実証分析 －１１－



用いた実証分析がいくつか行われてきた。田中（１９９９），井出（１９９９），三井・

林（２００１）は，いずれも Roback（１９８２）のアプローチを応用した実証分析を

行っており，生活基盤関連の社会資本の効率性が高いという結論を得ている。

さらに，生活基盤投資に絞って分析した赤木（２００４）では，生活基盤型の公共

投資の中でも事業分野によって効率性は異なっており，生活道路，都市計画，

下水道は評価が高いが，文教施設の評価は低いとしている。

そのほか，林（２００３）は，Brueckner（１９８２）のアプローチに従い，地域別・

分野別の社会資本水準の最適性（過小か過大か）を検討しており，都市の生活

基盤社会資本が過小である一方，非都市の交通基盤社会資本が過大であるとい

う結論を得ているほか，小林（２００８）は，林（２００３）のモデルに依拠しながら，

可変パラメータモデルを用いた実証分析により，社会資本の効率性が低下傾向

にある地域が増えていることを報告している6。すなわち，これらの先行研究

における結果をまとめると，事業分野別では生活基盤投資，地域別では都市部

の効率性が比較的高く，近年になるほど社会資本の効率性が下がっているとい

う結論で概ね一致しているといえる。

しかし，都道府県よりも小さい単位のサンプルを用いた実証分析や，社会資

本整備に影響を与えうる，国から地方への補助金（政府間財政移転）の効果を

考慮した分析は少ない。例外として，前者については，岡崎・松浦（２０００）が，

横浜市内の公示地価対象地点を対象として，地域内の社会資本投資やアメニ

ティーなどが地価に反映されているかどうかについて実証分析を行なってい

る7。また，後者については，近藤（２００８b）において，国庫支出金および地方

交付税といった政府間財政移転が社会資本の効率性に与える影響について，定

量的な評価を行なっており，社会資本の効率性は，特定定率補助金である国庫

支出金に対する依存度が高い地域ほど低下する傾向があるとした。

また，Roback（１９８２）と同じく，地域環境の価値（生活の質）について定

6 この結論は，アプローチは異なるものの，社会資本の生産性の推定を通じて，わ
が国の社会資本整備が進展してきたことを明らかにしてきた既存の文脈（例えば，
吉野・中島（1999）など）のそれと基本的に同じである。

7 そのほか，麻生（2004）では北海道・東北地区の交通ネットワークが地価に与え
る影響について，ヘドニック法により市町村レベルの実証分析を行なっている。
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量化を試みた実証分析として，加藤（１９９１），赤井・大竹（１９９５）があるが，

これらは社会資本や地方公共サービスを分析の対象としたものではない。

このようにわが国では公共投資や社会資本の効率性に対する関心が高いこと

もあり，資本化仮説に関する実証分析は，社会資本を分析対象とするものが多

い反面，基礎的な自治体が供給する地方公共サービスの資本化について扱った

ものは依然として少ない。例外として，大都市圏の都市を対象として地方歳出

の資本化の実証分析を行なった東（２００８），全国の都市を対象として，資本化

仮説の実証分析を行なった近藤（２００８a）がある。これらの研究では，地方歳

出の一部の費目8や財政状況（地方債比率）が資本化することを明らかにして

おり，一定の示唆を与えているが，限られたサンプルでの実証分析となってい

る。

そこで本稿では，資本化の基本的なモデルを提示した上で，これまで分析が

なされてこなかった，町村部のサンプルも対象として，地方財政の資本化につ

いて実証分析を行うこととする。

４．理 論 モ デ ル

ここでは，簡単な理論モデル9を用いて，地方公共財の資本化と資源配分の

効率性に関する含意について整理する。

任意の地域に居住する家計は同質的であり，合成財 x，住宅財 h，およびそ

の地域の公共財（地方公共財）G から効用を得るものと仮定し，効用関数を

U（x，h，G）と表す。

まず，家計の予算制約式は以下のように書ける。

8 東（2008）では，最小二乗推定の結果によると，民生費，衛生費，農林水産業費，
商工費，土木費，消防費などが総資産価値にプラスに影響としているが，住民移動
関数を考慮した二段階最小二乗法による推定では，有意となる変数（財政支出）は
減少するとしている。一方で，近藤（2008a）は実証分析の結果から，主に普通建設
事業費や土木費などのインフラ関連の支出が資本化しやすいとの結論を得ている。

9 このモデルは金本（1997）の第6章のモデルを拡張したものである。
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ここで，所得を y，一括固定税額をτ，地代を Rで表すことにする。また，所

得は外生であると仮定する。家計は費用ゼロで他地域への移住が可能（開放地

域の仮定）であるとすれば，効用水準は地域間で等しくなるから，以下を満た

す。

uGhxU ),,( �２

また，地方政府は一括固定税τ，定額補助金 Lを財源として，地方公共財

の供給費用を賄うとすると，地方政府の予算制約式は以下の通りとなる10。た

だし，n は地域人口，c（・）は公共財供給の費用関数をそれぞれ表すものとし，

c′（・）＞０，c″（・）�０を満たすと仮定する。

)(GcLn �３

まず，租税負担を考慮しない場合における，地方公共財の供給量を限界的に

増やしたときの地代への影響を地代勾配と呼び，RGと表すことにすると，�１，

�２を全微分し，dτ＝０として整理すれば，以下のように計算できることが分

かる11。

x

G
G U

U
h

R 1
�４

さらに，土地市場の均衡条件，nh＝H‾（H‾：当該地域において利用可能な土

地面積合計）を�４に代入すると，

10 単純化のため，定率補助金の効果は捨象している。定率補助金の効果については，
近藤（2008b）参照。

11 式展開については，補論�A参照。
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が得られる。つまり，�５は，地方公共財から得られる限界効用の和（限界粗

効用12）が，地代勾配と結びつくことを意味しており，地方公共財の便益が地

代に反映される（資本化する）ことが確認できる。

次に，地方公共財の資本化と効率性の関係について説明する。租税負担の効

果も合わせて考えると，�１～�３を用いることで，以下のように計算できる13。

)(' Gc
U
Un

dG
dRH G

x
�６

ここで仮に地方政府が，当該地域の地代を最大化するように地方公共財を供

給するならば，dR /dG＝０より，以下の条件が成立する。

)(' Gc
U
Un G

x
�７

�７は，地方公共財の限界効用の和と限界費用が等しくなることを意味してお

り，これは Samuelson条件にほかならない。したがって，この意味において，

地方公共財の供給は効率的になることが分かる。ただし，このことは当該地域

にとっての最適性であり，大域的な（つまり，国全体の）効率性を意味するも

のではないことに注意が必要である14。

また，実証分析との関係では，地方公共財の効率性（供給水準の最適性）を

識別できるかどうかは，地代（地価）関数における係数の解釈に依存すること

にも注意しなければならない。先行研究の一部15には，財政支出にかかる係数

12 ここで，“限界粗効用”とは，租税負担を考慮しないグロスの限界効用を意味する。
13 式展開については，補論�B参照。
14 �７が成立しているとき，地方公共財の供給水準は，「内部的に効率的である」とい
う。この「内部的効率性（internal efficiency）」とは，自地域にとって最適であること
を意味し，国全体の効率性（global efficiency；大域的効率性）を保証するものではな
い。内部的な効率性が大域的効率性を満たすとは限らないことについては，Brueckner
（1983）を参照。
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を，（租税負担を差し引いた）地方公共財の限界純効用として解釈するものも

存在するが，租税負担を考慮した地価関数を推定した時は，限界粗効用を表し

ているとみなすのが適切であると考えられる。したがって，本稿では地代（地

価）関数の推定により計測された財政支出の回帰係数は，限界粗効用を表して

いるものとして解釈する。以下では，地代の代理変数として地価を用いること

とし，地価関数の推定により，地方公共財の資本化に関する実証分析を行う。

５．実 証 分 析

前節までの議論と理論モデルに基づいて，わが国における市町村単位のデー

タ16を用いて資本化仮説の実証分析を行なう。前述の通り，２００４年度から２００５

年度にかけて旧合併特例法の適用期限を前に市町村合併が相次いだことと地方

財政統計の利用可能性を考慮し，２００６年度末時点で存在する自治体を分析対象

とした。したがって，実証分析は利用可能な地方財政統計で最新となる２００６年

度決算の１時点のクロスセクション分析により行なわれる。

実証分析の枠組みは，近藤（２００８a）における基本推定とほぼ同様であるが，

後述するように，本稿では地価形成に影響を与えると考えられる変数を追加し

たほか，データの利用可能性との関係で一部変数の定義を変更しているため，

分析結果の比較には多少注意が必要である。手法としては，近藤（２００８a）を

含む多くの先行研究で用いられているヘドニック・プライスアプローチ（地価

関数の推定）を採用する。

本稿の実証分析において明らかにしたいことは，近藤（２００８a）において示

したしたような地方財政の資本化に関する結果が，市町村全体に分析対象を拡

大しても，地域の別や，「平成の大合併」に伴う自治体規模の変化によらず頑

健であるかどうか確認することである。そこで本節では，都市の規模（基本推

定）や地域の違い（地域ブロック），合併の有無による効果を考慮すべく，サ

ンプルを分割した推定も行なうこととする。

15 例えば，Brueckner（1982），Deller（1990），Taylor（1995）。
16 実証分析に用いるデータの出所については，補論�C参照。
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５．１ 推定モデルと変数の定義

推定すべき地価関数は以下の通りとする。

iiijji KPDEBTTGP
j

321 iillikk XTI
lk

�８

ここで，iは自治体を表すインデックス，Pは地価，Gは各自治体の財政支

出（性質別歳出），Tは租税負担に関する変数，DEBTは地方債残高，KPは民

間資本ストック，TIは交通インフラ，Xは地価に影響を与えうる所得水準や

土地利用に関する変数など，地域の特性をコントロールする変数を表すものと

する。なお，εiは攪乱項を表す。

本稿の分析の主たる目的の一つである，地方財政支出の資本化は，βjの係

数によって判断される。これに対応する説明変数としては，各自治体の性質別

歳出を用いるが，歳出の内容によって地価に与える影響が異なりうることを考

慮して，普通建設事業費（GINV）と経常的支出（GCUR）の２つを財政支出

の変数として用いることとした。なお，ここで経常的支出とは，歳出総額から

普通建設事業費と公債費の和を差し引いたものとして定義しており，具体的に

は，人件費，物件費，扶助費等が含まれる17。また，これらの財政支出の変数

は，地方公共サービスの代理変数として用いるものであるから，歳出総額その

ものを用いるのではなく，支出の性質に応じて，人口もしくは面積で除した歳

出を用いている。

地方の租税負担（T）に関する変数としては，固定資産税の実効税率（固定

資産税収・土地分÷土地資産総額）だけを用いる。これは，わが国の地方税率

が実質的には制限されていることから，固定資産税を除く地方税の負担の重さ

（租税価格）は地域間でさほど差がないと考えられる一方で，固定資産税につ

いては，従来から指摘されているように18，固定資産の評価に関しては，地域

ごとに評価率の差が大きいと考えられるためである。固定資産実効税率の上昇

17 地方財政統計における，「経常的経費」とは定義が異なることに注意されたい。
18 固定資産税の地域間評価格差については，目良他（1992），6章 pp.173‐178に詳し
い。
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は，地代が一定ならば（つまり賃借人に租税負担が転嫁されないなら），地価

を下げると考えられるので，係数の符号条件は負となる。

また，地方債の水準が資本化する可能性を考慮して，住民一人当たり地方債

残高（DEBT）を説明変数として採用している。理論的には，地方債残高その

ものよりも，近藤（２００８a）で用いた地方債比率のような，各自治体の自主財

源に対する割合を用いるほうが適切であるが，本稿では主に町村部における

データの利用可能性から，１人当たり地方債残高を用いることとした。ただし，

符号条件としては近藤（２００８a）と同じく負になる。地方債負担（増）は将来

の税負担（増）に結びつき，地価の低下を招くことが予想されるためである。

そのほか，地価形成に影響を与える変数として，民間資本ストック（KP）

と交通インフラ（TI）を新たに追加した。民間資本ストックの金額ベースの統

計は，都市レベル以下の自治体単位では入手不可能であるが，ここでは代理変

数として商業施設の充実度を考慮することとし，大型小売店数と百貨店数の和

を KPとして用いている。また，交通インフラとしては，交通機関としての役

割や利用頻度を考慮して，鉄道駅（JRと大手私鉄）と高速自動車国道インター

チェンジ（IC）を採用することとした。いずれも，各自治体の行政区域内に各

施設が少なくとも１箇所存在すれば１とするダミー変数である19。交通インフ

ラに関する変数は，地価形成に影響を与える変数のうち，社会資本の一部であ

ると同時に地域の立地条件の良し悪しに関係する代理変数であるとみなすこと

もできる。

また，地域属性をコントロールする変数としては，所得水準（INC），持家

比率（HOWNR），可住地面積比率（IAR）を用いることにした。所得水準は，

住民一人当たり課税対象所得として定義しており，地域における代表的家計の

土地に対する購買力を代理する変数であるとみなせば，地価に対してプラスの

19 交通インフラに関わるダミー変数は，いずれも2006年度末時点での整備状況に基
づいて作成している。「鉄道駅ダミー」は，JRの駅もしくは大手私鉄の駅が少なくと
も一つ以上あれば1としている。そのほかの中小私鉄や第三セクター，公営交通など
の駅は対象としていない。また，「高速 ICダミー」については，高速自動車国道の
インターチェンジのみが対象であり，スマートインターチェンジや分岐点（ジャン
クション）のみが所在する場合は，施設なしとみなしている。
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影響を与えることが期待される。一方，持家比率（持ち家数÷総住宅数）は各

地域の住民構成の特徴を代理する変数，可住地面積比率（可住地面積÷総面

積）は土地利用や需給関係に関する変数であるが，地価に対する符号の向きは，

先験的に明らかではない。

実証分析に用いるデータの記述統計は，表５の通りである。前述の通り，本

稿の実証分析は，地方財政統計については２００６年度決算の計数を用いたクロス

セクション分析となっているが，毎年の計数が利用可能でない説明変数の一部

については，２００６年以前の最新データを用いているほか，被説明変数である地

価については，資本化のタイムラグや同時性の存在を考慮して，２００７年７月時

点の都道府県地価調査における結果を用いている。

５．２ 推定結果（基本推定，地域ブロック）

地価関数の推定結果（基本推定）が表６にまとめられている。基本推定では，

市町村のすべてのサンプルを用いた結果のほか，自治体の機能や規模の違いに

よる影響が見られるかを確認するために，都市および町村の全自治体と，都市

のうち人口２０万人以上の大規模都市，および，町村のうち人口１００００人未満の

小規模町村に限定した場合の推定結果も示している。

全サンプルを用いた推定結果を見ると，まず，自治体歳出に関しては，普通

建設事業費が地価に対してプラスに強く有意となっている一方で，経常的支出

表５ 記述統計

変 数 名 単 位 平 均 標準偏差 最大値 最小値

P 平均地価（住宅地） １００円／m2 ４１０．９０ ４７９．２７ ４４６０．００ １５．００
GINV 普通建設事業費 １００００円／km2 ３４９４．６１ ６７３８．４１ ７５９７３．０９ ０．９８
GCUR 経常的支出 １００００円／人 ３５．９６ ２２．９５ ４０３．３２ １５．９７
PTR 固定資産税実効税率 ％ １８．３８ ５．７３ ３４．５０ ６．２０
DEBT 地方債残高 １００００円／人 ６７．２８ ６０．９７ １０５９．８０ １．９２
KP 民間資本 施設数 １０．４６ ３１．７４ ５６９．００ ０．００
TRANS1 交通インフラ（鉄道）（ダミー変数） ０．６５ ０．４８ １．００ ０．００
TRANS2 交通インフラ（高速）（ダミー変数） ０．２８ ０．４５ １．００ ０．００
INC 所得水準 １００００円／人 １１７．１８ ２９．８８ ２９２．３５ ４９．２４
HOWNR 持家比率 ％ ７５．７３ １２．２８ ９８．７６ １６．９７
IAR 可住地面積比率 ％ ４８．０９ ２９．５０ １００．００ ２．１３

市町村財政における資本化仮説の実証分析 －１９－



はプラスに影響を与えていないことが確認できる。つまり，福祉関連の支出を

含む経常的支出に比べて，インフラ関連の支出のほうが，資本化しやすいとい

う結果になっており，都市のみを対象とした近藤（２００８a）で得られた結論を

支持するものとなっている。

また，そのほかの地方財政に関わる変数としては，固定資産税実効税率，地

方債残高がいずれもマイナスに有意となっており，期待される符号条件を満た

している。これらの変数に関する結果についても，先行研究の結果とほぼ同様

のものとなっている。

表６ 地価関数の推定結果（基本推定）

被説明変数：地価（住宅地平均・対数値） 推定方法：最小二乗法

サンプル 全サンプル
都 市 町 村

全都市 大規模都市 全町村 小規模町村

C １１．４２８＊＊ ８．４５６＊＊ ５．８２８＊＊ １１．８４４＊＊ １２．１４９＊＊

定数項 （ ２３．３０３）（１１．７８８） （ ３．６６３） （２０．０９７） （１３．３７６）
ln（GINV） ０．２３４＊＊ ０．３００＊＊ ０．３３７＊＊ ０．１７１＊＊ ０．１１４＊＊

普通建設事業費 （ １４．１１４）（１２．２０７） （ ５．８９２） （ ８．８７６） （ ４．３３９）
ln（GCUR） －０．７２４＊＊ －０．５１０＊＊ －０．１６２ －０．７３４＊＊ －０．６５０＊＊

経常的支出 （－１１．８５６）（－５．８６５） （－０．７５４） （－９．７２８） （－５．８５０）
PTR －１．２８０＊＊ －１．７６５＊＊ －１．２９２＊ －０．３１５ ０．８１９
固定資産税実効税率 （ －６．０８９）（－７．６１５） （－２．２２５） （－０．９０７） （ １．３３５）
ln（DEBT） －０．２４８＊＊ －０．１３８＊ －０．０８８ －０．２６８＊＊ －０．３１９＊＊

地方債残高 （ －６．４０７）（－２．４９１） （－０．７５４） （－５．７０９） （－４．３７０）
KP ０．０２０＊＊ ０．００５ －０．００３ ０．２２８＊＊ ０．８３４＊

民間資本（商業施設）（ ４．３３７）（ １．３４２） （－０．６７０） （ ２．８０２） （ ２．３９２）
TRANS１ ０．０８５＊＊ ０．０２０ －０．０８４ ０．０６０＊＊ ０．０８２†

交通インフラ（鉄道）（ ３．４５４）（ ０．４４３） （－０．６７６） （ １．９９０） （ １．６５３）
TRANS２ －０．０１３ －０．０５０† －０．０８４ ０．０１８ ０．０７２
交通インフラ（高速）（ －０．５６４）（－１．８１４） （－１．４２１） （ ０．４７７） （ ０．９８７）
ln（INC） １．０１８＊＊ １．３２２＊＊ １．２５４＊＊ ０．８２０＊＊ ０．５６５＊＊

所得水準 （ １６．２６６）（１４．８１８） （ ４．８５２） （１０．５６７） （ ５．１０９）
HOWNR －０．５９２＊＊ －０．７７１＊＊ －１．２５７＊＊ －０．２１２ －０．１０９
持家比率 （ －５．０１０）（－４．４４０） （－２．８１６） （－１．４４５） （－０．４１６）
IAR －０．４２４＊＊ －０．４０７＊＊ －０．１８３ －０．４１３＊＊ －０．３９１＊＊

可住地面積比率 （ －７．６０６）（－５．０３３） （－０．８２６） （－５．５０４） （－３．４０４）

標本数 １７７０ ７７４ １０９ ９９６ ４７９
R2― ０．８０１ ０．８１２ ０．７７０ ０．７２５ ０．５４０

注１：（ ）内はWhiteの一致性のある標準偏差を用いて計算した t値。
注２：係数の＊＊は１％有意水準で有意，＊は５％水準で有意，†は１０％水準で有意であること

を示す。
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そのほかの変数としては，新たに採用した民間資本が地価に対してプラスに

有意，交通インフラの整備状況に関しては，鉄道駅ダミーはプラスに有意と

なったが，高速 ICダミーについては統計的に有意とはならなかった。民間資

本や交通インフラの整備水準の高さは，地価の上昇に結びつくはずであるから，

これらの結果は概ねもっともらしい結果であると考えられる。一方で，高速 IC

ダミーが地価に有意な影響を与えていないのは，インターチェンジが郊外に設

置されていることが多く，自動車での移動が前提になる以上，自地域に設置さ

れていなくても近隣自治体に存在すれば利用価値が十分にある場合が多いこと

や，もしくは，高速道路整備による内生性20が存在していることが要因かもし

れない。

次に，サブサンプルを用いた推定結果（都市，大規模都市，町村，小規模町

村）について確認する。基本的な結果（インフラ関連の財政支出，および，地

方債残高の資本化）はほぼ同様であるが，係数の大きさや一部変数に着目する

と，サンプルによって違いがあり，いくつかの特徴が見られる。

１点目として，普通建設事業費について，いずれのサンプルにおいても係数

は有意でプラスであるが，回帰係数の大きさ（地代勾配）に違いが見られるこ

とが確認できる。都市部では０．３００（大規模都市では０．３３７）であるのに対し，

町村部では０．１７１（小規模町村では０．１１４）と低くなっており，小規模自治体に

おいて相対的に社会資本（投資）の効率性が低くなりがちであることを示唆し

ている可能性がある。

２点目としては，地方債残高については，全都市，町村では負に有意となっ

ているが，大規模都市では有意となっていないことが指摘できる。係数の大き

さに着目すると，都市（－０．１３８）よりも町村（－０．２６８），さらに小規模町村

（－０．３１９）において大きくなっており，平均的に財政状況が厳しい小規模自

治体ほど，地価に与えるマイナスのインパクトが大きいことが確認できる。

そのほか，交通インフラについては，町村部においてのみ鉄道駅ダミーが地

20 道路整備における政治経済学的側面に関して，湯之上・福重（2004）は，自民党
得票率が高い地域ほど道路の効率性が低下していることを実証的に明らかにしてい
る。
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価に対してプラスの影響を与えている。これは，特に大都市圏では，１つの自

治体に複数の交通手段が存在することが普通であり，単に駅が存在するか否か

ではなく，利用可能な鉄道路線の数や運行頻度のほうが重要になるからかもし

れない。

しかしながら，以上の基本推定から判断する限り，地方財政の資本化に関す

る各変数の結果は安定しており，これまでに得られた結果を概ね保持している

といえる。

次に，地域ブロックごとにサンプルを分割した結果（表７）について，まと

める。ここでは，住民移動の可能性（移動のしやすさ）を考慮すべく，地理的，

表７ 地価関数の推定結果（地域ブロック）

被説明変数：地価（住宅地平均・対数値） 推定方法：最小二乗法

サンプル 北海道・東北 関 東 東海・北陸 近 畿 中国・四国 九州・沖縄

C １２．９５５＊＊ １１．０８１＊＊ １３．９９３＊＊ １２．４３０＊＊ １６．３５８＊＊ １３．９９４＊＊

定数項 （１８．６３１） （１０．４０８） （１４．７９０） （１１．６７８） （１３．８７８） （１３．３０１）
ln（GINV） ０．０８８＊＊ ０．１６３＊＊ ０．１０９＊ ０．０８８＊ ０．０４９ ０．１５４＊＊

普通建設事業費 （ ３．９２９） （３．３０６） （ ２．５７３） （ ２．０９１） （ １．０２８） （ ３．７６０）
ln（GCUR） －０．８５６＊＊ －０．５１２＊＊ －０．７９１＊＊ －０．５４６＊＊ －０．７３７＊＊ －０．８８４＊＊

経常的支出 （－８．４４３） （－４．１５９） （－６．５８６） （－４．５７０） （－４．５３２） （－５．８７９）
PTR １．７２５＊ －２．９７８＊＊ －３．１３４＊＊ －２．０４０＊＊ ０．３７９ ０．２７９
固定資産税実効税率 （ ２．１４５） （－７．１８１） （－６．８４９） （－４．２０１） （ １．０７７） （ ０．７３３）
ln（DEBT） －０．２６２＊＊ －０．２１３＊＊ －０．２１４＊＊ －０．１７２＊ －０．３５８＊＊ －０．３０５＊＊

地方債残高 （－４．２１３） （－２．９９４） （－３．４５５） （－２．５４４） （－３．１３０） （－２．９９７）
KP ０．０２８＊＊ ０．００７ ０．０１１＊＊ ０．０１４＊＊ ０．０１９ ０．０３９＊＊

民間資本（商業施設）（ ３．６０４） （１．４８３） （ ２．８６７） （ ３．８１６） （ １．４９１） （ ５．３０１）
TRANS1 ０．０６５† ０．０５２ ０．０５０ ０．１７２＊ －０．０１３ －０．０５２
交通インフラ（鉄道）（ １．７２０） （０．９８７） （ １．０６８） （ ２．３６０） （－０．１９１） （－１．０６２）
TRANS2 ０．１２０＊＊ ０．０３４ －０．０５１ －０．０２３ －０．１０３ ０．０２８
交通インフラ（高速）（ ３．１６１） （０．８８９） （－１．２２３） （－０．４４１） （－１．５３６） （ ０．６１３）
ln（INC） ０．２０９ １．２２８＊＊ ０．２５８ １．０４３＊＊ －０．２８８ ０．６３８＊＊

所得水準 （ １．５８６） （４．８２２） （ １．１７０） （ ６．２８７） （－１．１４９） （ ３．９１５）
HOWNR －０．６８１＊＊ －１．２５９＊＊ －１．６１７＊＊ －２．３７２＊＊ －２．７７２＊＊ －１．２４９＊＊

持家比率 （－２．７８６） （－４．１４３） （－６．２００） （－６．７２６） （－５．９４４） （－５．０５９）
IAR －０．１４７† －０．００７ －０．２３３＊ ０．０５５ －０．０６６ －０．３８４＊＊

可住地面積比率 （－１．６８５） （－０．０５８） （－２．１１５） （ ０．４１０） （－０．３２２） （－２．９３０）

標本数 ４０９ ４４４ ２２１ ２０４ ２０３ ２８９
R2― ０．７７７ ０．８４０ ０．８３２ ０．８６１ ０．７０３ ０．８２３

注１：（ ）内はWhiteの一致性のある標準偏差を用いて計算した t値。
注２：係数の＊＊は１％有意水準で有意，＊は５％水準で有意，†は１０％水準で有意であることを示す。
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経済的な結びつきを重視して，全国を「北海道・東北」，「関東」，「東海・北

陸」，「近畿」，「中国・四国」，「九州・沖縄」の６ブロックとした21。

普通建設事業費および固定資産税実効税率に関して，一部有意になっていな

い地域が見られるものの，どの地域ブロックについても，地方財政に関する変

数については，基本推定の結果とほぼ同様の結果となっている。

したがって，地方財政の資本化に関する結果については，自治体歳出，固定

資産税実効税率に，および地方債に関する結果（回帰係数の符号，有意性）か

ら判断する限り，先行研究である近藤（２００８a）と整合的なものとなっており，

一定の頑健性を持つことが確認できたといえる。

５．３ 推定結果（合併の有無）

最後に，近年の合併が実証分析の結果に与える影響について検討するべく，

合併の有無によってサンプルを分割した地価関数の推定も行う。推定結果は，

表８の通りである。ここでは，旧合併特例法が成立した１９９９年度以降に合併経

験のある自治体を「合併あり」としている。さらに，合併時期による資本化へ

の影響を考慮するために，２００４年度以降の直近の時期に合併を行なった自治体

を「後期合併自治体」として，これに該当するサンプルに限定した推定も行

なっている。

推定結果を見ると，自治体歳出については，回帰係数の符号の向きのみなら

ず，係数の大きさについてもはっきりとした差は見られず，これまでの結果と

ほぼ同様であることが確認できる。ただし，固定資産実効税率および地方債残

高は，合併自治体において有意でなくなっている。これらの理由は必ずしも

はっきりしないが，地方債残高が合併自治体において有意でなくなっているこ

とは，比較的財政状況や財政構造が似通った自治体同士が合併しやすかったこ

とによるものかもしれない。

21 地域ブロックの構成については，補論�D参照。
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６．ま と め

本稿では，わが国の市町村財政のデータを用いた資本化仮説の実証分析を行

い，都市財政を対象とした，近藤（２００８a）で得られた結果が頑健であるかを

検討した。

自治体が供給する公共サービス水準を代理する変数として，各自治体の性質

別歳出（普通建設事業費，経常的支出）を用いて地価関数の推定を行ったとこ

ろ，近藤（２００８a）同様に，インフラ関連の財政支出が資本化している一方で，

表８ 地価関数の推定結果（合併の有無）

被説明変数：地価（住宅地平均・対数値） 推定方法：最小二乗法

サンプル
全サンプル
［再掲］

合併自治体
合併自治体以外

全合併自治体 後期合併自治体

C １１．４２８＊＊ ９．３２０＊＊ ９．５２６＊＊ １１．６２３＊＊

定数項 （ ２３．３０３） （１２．３９２） （１２．１３６） （ １９．６５７）
ln（GINV） ０．２３４＊＊ ０．２２８＊＊ ０．２１９＊＊ ０．２２９＊＊

普通建設事業費 （ １４．１１４） （ ７．９９５） （ ７．７１２） （ １１．６２２）
ln（GCUR） －０．７２４＊＊ －０．６９２＊＊ －０．７５５＊＊ －０．７２２＊＊

経常的支出 （－１１．８５６） （－５．７２６） （－６．１７７） （－１０．６２２）
PTR －１．２８０＊＊ ０．１９４ ０．２７２ －１．９０４＊＊

固定資産税実効税率 （ －６．０８９） （ ０．６８２） （ ０．９４４） （ －６．７００）
ln（DEBT） －０．２４８＊＊ －０．０９０ －０．０７６ －０．２６７＊＊

地方債残高 （ －６．４０７） （－１．２８９） （－１．０４３） （ －６．０６３）
KP ０．０２０＊＊ ０．０３３＊＊ ０．０３６＊＊ ０．０１９＊＊

民間資本（商業施設）（ ４．３３７） （ ４．８７３） （ ５．３７９） （ ３．４７１）
TRANS１ ０．０８５＊＊ ０．０４８ ０．０３７ ０．１０４＊＊

交通インフラ（鉄道）（ ３．４５４） （ １．１９４） （ ０．８３２） （ ３．５１７）
TRANS２ －０．０１３ －０．０４９ －０．０５０ ０．０４４
交通インフラ（高速）（ －０．５６４） （－１．４８３） （－１．４８８） （ １．４８１）
ln（INC） １．０１８＊＊ ０．９４８＊＊ ０．９０５＊＊ ０．９９５＊＊

所得水準 （ １６．２６６） （ ８．９５３） （ ８．３９２） （ １３．５９２）
HOWNR －０．５９２＊＊ －０．９６６＊＊ －０．９０９＊＊ －０．３２０＊

持家比率 （ －５．０１０） （－４．８３６） （－４．４２０） （ －２．５３６）
IAR －０．４２４＊＊ －０．５９５＊＊ －０．６１５＊＊ －０．３３８＊＊

可住地面積比率 （ －７．６０６） （－６．７４９） （－６．６２３） （ －４．８７２）

標本数 １７７０ ５５４ ５２２ １２１６
R2― ０．８０１ ０．７２９ ０．７２３ ０．８２３

注１：（ ）内はWhiteの一致性のある標準偏差を用いて計算した t値。
注２：係数の＊＊は１％有意水準で有意，＊は５％水準で有意，†は１０％水準で有意であること

を示す。

－２４－ 市町村財政における資本化仮説の実証分析



経常的な歳出は地価に反映されにくいことが明らかになった。また，租税負担

の重さを表す固定資産税実効税率や，将来の税負担に結びつく，（一人当たり）

地方債残高は地価に対してマイナスの影響を及ぼすことも確認された。これら

の結果は，自治体の規模，もしくは，地域ブロックごとに分割したサンプルを

用いたほとんどの推定結果においても維持される。

また，「平成の大合併」の進展による自治体の規模の変化が，実証分析の結

果に影響を及ぼしうる可能性を考慮し，「合併の有無」と「合併の時期」によっ

て区別したサンプルを用いて推定を行ったが，いずれもこれまでの結果とほぼ

共通であり，少なくとも現時点では，大きな影響を及ぼしていないことが確認

された。

したがって，これらの結果から，近藤（２００８a）において示したしたような

地方財政の資本化に関する結果が，市町村全体に分析対象を拡大しても，自治

体の規模，地域ブロックによらず，一定の頑健性を持ったものであることが示

されたといえる。

さらに，本稿の実証分析の結果から，都市部に比べて小規模町村の公共サー

ビス（社会資本投資）の効率性は低いものとなっている可能性があること，財

政変数以外では，民間資本ストックや交通インフラの一部が地価に対してプラ

スの影響を与えていることも明らかにできた。

しかしながら，本稿において検討されていない，いくつかの課題が残されて

いる。１点目は，政府間財政移転の効果である。近藤（２００８a）では，定率補

助金への依存度が地方公共サービスの資本化の程度に影響を与えることを理論

的・実証的に示したが，本稿では，データの制約から分析を行っていない。都

市部に比べて，町村部のほうが，財政力が低い自治体が多いことを考えると，

政府間財政移転の影響を分析することは有意義であると思われる。２点目とし

ては，説明変数の内生性への対処である。地価関数に当たっては，説明変数は

被説明変数に対してラグ変数にはなっているものの，説明変数の中には，財政

支出や交通インフラの整備状況など，連立方程式体系の中で他の変数の影響を

受けると考えられる変数も多い。これらの内生性に対処した推定方法を用いる

ことは課題である。３点目としては，市町村合併の評価である。はじめに述べ
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たように，本稿では，「平成の大合併」直後の最新のデータを用いて実証分析

を行ったが，このような基礎的自治体の規模拡大を伴う「平成の大合併」が，

地価に与える影響や，ひいては資源配分の効率性に関する規範的な評価は，今

後のデータの蓄積を待って実証分析を行うことが有用であると考えられる。

補 論

補論�A �４の導出

家計の所得は外生であり，かつ租税負担を考慮しない（dτ＝０）ので，�１，

�２をそれぞれ全微分すると，以下のように計算できる。

0RdhhdRdx （A．１）

0dGUdhUdxU Ghx  （A．２）

さらに変形すると，（A．１），（A．２）は以下のように書き換えることができる。

)( RdhhdRdx （A．１）’

dG
U
U

dx
U
U

dh
h

G

h

x （A．２）’

ここで，（A．２）’に（A．１）’を代入して整理すると，

dG
U
UhdR

U
UdhR

U
U

h

G

h

x

h

x1 （A．３）

となる。ただし，家計の効用最大化の一階条件（Uh

Ux
＝R）から，（A．３）の左

辺は０となるので，変形すれば，�４が得られる。
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補論�B �６の導出

家計の所得は外生であるが，租税負担を考慮する（dτ≠０）ので，�１～�３

をそれぞれ全微分すると，以下のように計算できる。

dRdhhdRdx （A．４）

0dGUdhUdxU Ghx （A．５）

dGGcnd )(' （A．６）

さらに変形すると，（A．４），（A．５）は以下のように書き換えることができる。

)( dRdhhdRdx （A．４）’

dG
U
U

dx
U
U

dh
h

G

h

x （A．５）’

ここで，（A．５）’に（A．４）’を代入して整理すると，

dG
U
Ud

U
UhdR

U
UdhR

U
U

h

G

h

x

h

x

h

x1 （A．７）

となる。ただし，家計の効用最大化の一階条件（Uh

Ux
＝R）から，（A．７）の左

辺は０となるので，変形すれば，以下の（A．８）が得られる。

dG
d

hU
U
hdG

dR
x

G 11
（A．８）

ここで，（A．８）に土地市場の均衡条件，を代入すると，

dG
dn

U
Un

dG
dRH

x

G （A．９）
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一方，（A．６）より， dτ
dG ＝ c′（G）

n の関係にあるから，（A．９）に代入すれば，

�６が得られる。

補論�C データの出所

・地価…都道府県地価調査「平均地価（住宅地）」。

・普通建設事業費…総務省『市町村決算状況調』※総面積（全国都道府県市区

町村別面積調）で基準化。

・経常的支出…総務省『市町村決算状況調』の計数を用いて作成。※人口総数

（総務省『平成１７年国勢調査』）で基準化。

・固定資産税実効税率…固定資産税収（総務省『地方財政統計年報』）÷土地の

資産額合計（内閣府『国民経済計算年報』）として計算。

・地方債残高…総務省『市町村決算状況調』，東洋経済新報社『地域経済総覧

２００９』。

・民間資本（大型小売店数，百貨店数）…総務省『事業所・企業統計調査』。

大型小売店数と百貨店数の和として計算。

・所得水準…課税対象所得（総務省『市町村税課税状況等の調』）÷人口総数と

して計算。

・持家比率…持ち家世帯数÷住宅に住む一般世帯数（総務省『平成１７年国勢調

査＜第１次基本集計・都道府県結果＞』として計算。

・可住地面積比率…可住地面積（全国都道府県市区町村別面積調）÷総面積と

して計算。
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補論�D 地域ブロックの構成
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